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ま え が き

青森県財政事情の公表は､ 県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために､ 毎年２回行っ

ているものです｡

今回は､ 平成17年度当初予算並びに平成16年度下半期 (平成16年10月から平成17年３月まで) の予

算及びその執行状況について､ そのあらましを御説明いたします｡

この公表を通じ､ 県民の皆様におかれましては､ 県の財政運営の実態を御理解いただき､ 県勢発展

のために一層の御協力をお願いいたします｡

平成17年６月

青森県知事 三 村 申 吾
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第１ 平成17年度当初予算について

一 予算編成の基本方針及び主要施策の概要

平成15年11月に本県財政の健全化への道筋を示す財政改革プランを策定しましたが､ 平成16年度地

方財政対策における地方交付税総額の急激かつ大幅な削減の影響により､ 財源不足額が再び拡大する

こととなりました｡

このように本県財政にとって一層厳しく､ かつ､ 不透明さが増す環境変化の中にあって､ 県政の抱

える緊急かつ重要な課題への積極的な取組みを推進するために､ 新しい青森県づくりの基本計画 ｢生

活創造推進プラン｣ の着実な推進を支える持続可能な財政構造の確立に向け､ 財政改革プランに基づ

く財政健全化方策を徹底・加速するとともに､ 昨年12月に改定された青森県行政改革大綱に定める取

組方策を着実に推進することにより､ 財源不足額の圧縮に努めることとしました｡

このため､ 平成17年度当初予算の編成に当たっては､ 中期財政試算のローリングで見込まれた177

億円の財源不足額を ｢90億円程度以下に抑制する｣ ことを目指しつつ､ 組織､ 職員数､ 事務処理など

行財政運営システムの簡素・効率化､ 他団体に比較して単独事業費の構成割合が高い普通建設事業費

の構造的な課題解消､ 行政サービス提供施設等の再編と運営体制の見直しへの着手など､ 財政改革プ

ランや行政改革大綱に掲げる歳出削減・歳入確保の取組みを徹底・加速することとしました｡

一方､ 暮らしやすさのトップランナーをめざして､ 暮らしやすさでは､ どこにも負けない地域づく

りをめざす ｢生活創造社会｣ の実現に向けて､ ｢人財｣､ ｢産業・雇用｣､ ｢健康｣､ ｢環境｣､ ｢安全・安

心｣ の５つの戦略分野において､ 平成20年度までに県が重点的に推進する ｢青森県重点推進プロジェ

クト (わくわく10
テン

)｣ について､ 部局の枠を超えた視点から横断的に取り組み､ ｢施策の選択と重点化｣

を一層推進することとしました｡

中でも､ 本県の厳しい経済・雇用情勢を踏まえ､ 新しい産業・雇用の創出や産業構造の転換への取

組みを積極的に図るなど､ 地域経済の活性化と雇用刺激には特に配慮することとしました｡

以上の基本的な考え方により､ 編成された平成17年度当初予算の主要施策を県政運営の柱に沿って

みてみますと､ 次のとおりです｡
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１ 青森の豊かさを知り､ 夢をもって未来を拓く社会

� 子どもたちの生きる力と夢を育む教育の推進

① 青森を知る教育の推進

② 個性豊かな人づくりをめざす教育の推進

� 地域の教育力を高める環境づくりの推進

① 生涯学習環境の整備

② 地域の教育力を高める仕組みづくりの推進

� 文化・スポーツの振興と国際交流の推進

① 芸術文化の振興

② 青森の歴史・文化の発信

③ 生涯を通じてスポーツに親しむ環境づくりの推進

④ 広い視野を育てる国際交流の推進

２ いきいきと働ける豊かな社会

� 働く場の創出・充実

① 雇用の促進

② 県民仕事づくり

③ 雇用環境の整備

� ｢攻めの農林水産業｣ の推進

① 市場競争に打ち勝つ販売活動の強化

② 安全・安心の青森産品づくり

③ 山・川・海をつなぐ ｢水循環システム｣ の再生・保全

④ あおもり発 食文化・農村文化の発信

⑤ 農林水産業を担う革新的な経営体の育成

� ｢あおもりツーリズム｣ の推進

① 魅力あふれる ｢あおもりツーリズム｣ の創造

② 国内外の観光客受入体制の充実

③ 誘客宣伝の展開

� 青森の特性を踏まえた地域産業の振興

① 先端型成長産業の創造・育成

② ローカルテクノロジーなどを生かした地域産業の振興

③ 産業創出のための環境づくり

④ 産業振興のための人づくり
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３ 健やかで安心して暮らせる社会

� 健康寿命アップの推進

① 県民健康づくり運動の推進

② 高齢者の介護予防の推進

� 医療サービスの充実

① 医療を支える人材の確保とパワーアップ

② 医療機関の機能分担と連携の推進

� 親と子の健やかな育ち合いの推進

① 子どもの心身の健やかな成長を育む環境づくり

② 地域・社会全体で子育てを支え合う環境づくり

③ 親と子の健康の確保と増進

� 誰もが生きがいを持ち自立して生活できる環境づくり

① 地域で安心して生活できる支援サービスの推進

② 生きがいづくりと社会参加の促進

③ 高齢者､ 障害者の尊厳を守るサポート体制の整備

� 保健・医療・福祉包括ケアの推進

① 保健・医療・福祉包括ケアの推進

② 人材の確保・育成

４ 環境と共生する循環型社会

� 水と緑の自然環境づくり

① 水環境の保全

② 自然環境の保全

� ゼロエミッションをめざす資源循環の推進

① 資源循環の環境づくりと技術開発の推進

② 廃棄物の減量・リサイクルの推進

③ 地域資源を活用した地域新エネルギーの導入

④ 省エネルギーの推進

� 廃棄物処理・公害防止対策の推進

① 廃棄物の適正処理・不法投棄対策

② 公害のない生活環境づくり

� 多様な主体による環境保全活動の推進

① 環境教育・環境学習の推進

② 環境パートナーシップの形成
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５ 安全・安心で快適な社会

� 安全・安心な生活環境づくり

① 地域防犯対策の推進

② 交通安全の推進

③ 消費生活の安全・安心の確保

④ 食と水の安全・安心の確保

� 災害に強い地域づくり

① 安全・安心な県土の整備

② 防災・危機管理体制の充実

� 原子力安全対策の推進

① 安全対策や防災対策の充実・強化

② 環境監視対策の充実

� 快適な生活環境づくり

① 雪に強いまちづくりの推進

② 下水道などの整備

③ ユニバーサルデザインを取り入れた快適なまちづくりの推進

� 交流を支える基盤づくり

① ＩＴの活用による県民生活の向上

② 利用しやすい生活交通の確保

③ 交通ネットワークの整備

６ ５つの社会像を実現するための仕組みづくり

� 男女共同参画の推進

① 政策・方針決定過程への女性の参画推進

② 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革

③ 職場・家庭における男女共同参画の実現

④ 互いの人権が尊重・擁護される社会の形成

� 社会参加と協働の推進

① 県民の社会参加の推進

② 県民と行政とのパートナーシップの構築
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二 一般会計予算

１ 予算規模

平成17年度当初予算は､ 財政改革プランや行政改革大綱の主旨に沿って､ 可能な限りの財源の確

保に努めるとともに､ 重点推進プロジェクト (わくわく10) への着実な対応を図りながら､ 施策や

事務事業の見直しを行いました｡

この結果､ 平成17年度当初予算の規模は､ 7,401億円となり､ これを平成16年度当初予算と比較

すると､ 284億円､ 3.7％の減となりました｡

〔第１図〕 一般会計当初予算規模の推移

２ 歳入予算

歳入予算のうち､ 自主財源の大宗をなす県税については､ 法人県民税､ 地方消費税､ 軽油引取税

等の主要税目が前年度を下回るものと見込まれるものの､ 核燃料物質等取扱税が原子燃料サイクル

施設の事業の進捗による課税対象の増加及び東通原子力発電所に係る課税対象の発生が見込まれる

こと､ また､ 新たに大規模償却資産に係る固定資産税の課税が見込まれることから､ 県税収入全体

では､ 前年度に対し微増となる見込みです｡

地方消費税清算金については､ 全国の地方消費税収入見込額を基礎に算定したところ､ 前年度に

対し微増となる見込みです｡

地方譲与税については､ 国庫補助負担金の一般財源化に伴い､ 国民健康保険国庫負担､ 公営住宅
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7,401億円 ( 〃 96.3％)



家賃対策等補助のうち公営住宅家賃収入補助分など税源移譲に結びつく改革に係るものは所得譲与

税として税源移譲されることとなったことから､ 前年度を大幅に上回る見込みです｡

地方特例交付金については､ 引き続き恒久的な減税に伴う県税の減収額の一部が補てんされると

ともに､ 平成16年度の義務教育費国庫負担金 (退職手当・児童手当) の暫定的な一般財源化に加え､

新たに義務教育費国庫負担金の暫定的な減額に伴う減額相当分について､ 税源移譲予定特例交付金

として措置されることとなったこと等により､ 前年度を大幅に上回る見込みです｡

地方交付税については､ 安定的な財政運営に必要な地方交付税などの一般財源を確保することを

基本として地方財政対策が講じられ､ 全国ベースで微増となったこと等により､ 前年度を上回る見

込みです｡ なお､ 臨時財政対策債を含む地方交付税総額では減となる見込みです｡

国庫支出金については､ 国庫補助負担金改革による一般財源化や義務教育費国庫負担金の暫定的

な減額等に伴い前年度を大幅に下回る見込みです｡

県債については､ 地方財政対策を受け､ 地方財政法第５条の特例として発行される臨時財政対策

債が大幅な減となったほか､ 県費単独事業費が減少した結果､ 前年度を下回ることとなりました｡

基金繰入金については､ 財政改革プランに基づく財政健全化方策を徹底・加速するとともに､ 行

政改革大綱に定める取組方策の着実な推進により､ 中期財政試算のローリングで見込まれた財源不

足額の抑制に努めた結果､ 前年度を下回ることとなりました｡

� 臨時財政対策債とは､ 地方交付税の財源不足分を補てんするための借入金のうち､ 地方自治体が負担

することとなった分について､ 自治体自らが直接借入することによる特例公債です｡ なお､ この臨時財

政対策債の元利償還金相当額については､ その全額を後年度地方交付税に算入することとなっています｡
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〔第２図〕 歳 入 予 算 の 構 成 内 容

� 県が自ら徴収又は収納できるのが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当てら

れるのが依存財源です｡ また､ 県の歳入は､ その使途が特定されているかどうかにより特定財源と一般

財源とに分類されます｡
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県 税
1,182億円
(16.0％)

自主財源
2,580億円
(34.9％)

諸収入
747億円
(10.1％)

県 債
747億円
(10.1％)

歳 入 合 計
7,401億円
(100％)

依存財源
4,821億円
(65.1％)

地方交付税
2,314億円
(31.3％)

一般財源
4,417億円
(59.7％)

そ
の
他

分担金及び負担金
76億円 (1.0％)

地方消費税
清算金
267億円
(3.6％)

基金繰入金
89億円
(1.2％)

その他

特定財源
2,984億円
(40.3％)

国庫支出金
1,236億円
(16.7％)

地方譲与税
113億円
(1.5％)国庫支出金の

一般財源分等



� 県税

1,181億8,346万８千円で､前年度と比較しますと､ 23億4,731万５千円､ 2.0％の増となっています｡

〔第３図〕 県 税 の 税 目 別 構 成 内 訳
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個 人
161億円
(13.6％)

法 人
178億円
(15.1％)

軽油引取税
178億円
(15.1％)

自動車税
201億円
(17.0％)

自動車取得税
39億円
(3.3％)

たばこ税
33億円
(2.8％)

県民税
213億円
(18.0％)

事業税
188億円
(15.9％)

不動産取得税
31億円
(2.6％)

地方消費税
113億円
(9.6％)

法 人
43億円
(3.6％)

その他
(0.2％)

利子割
９億円
(0.8％)

個人
10億円
(0.8％)県 税 総 額

1,181億8,347万円

(100％)

核燃料物質等取扱税
171億円
(14.5％)

固定資産税
12億円
(1.0％)



� 地方消費税清算金

267億4,542万２千円で､ 前年度と比較しますと､ 2,506万１千円､ 0.1％の増となっています｡

〔第４図〕 地 方 消 費 税 清 算 金 の 状 況

� 地方交付税

地方公共団体間の財政力の地域間格差を是正し､ 一定の行政水準を確保できるようにするため､

各地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額とを算定し､ 財源不足が生ずる場

合にその不足額について国から交付されるものです｡ 平成17年度は､ 2,313億6,700万円で､ 前年度

と比較しますと､ 40億8,400万円､ 1.8％の増となっています｡

〔第５図〕 地 方 交 付 税 の 状 況

� 国庫支出金

1,289億1,146万１千円で､ 前年度と比較しますと､ 118億3,079万６千円､ 8.4％の減となっています｡

〔第６図〕 国 庫 支 出 金 の 状 況
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平成17年度当初

平成16年度当初

267億4,542万２千円
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平成17年度
当 初

2,313億6,700万円
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平成16年度
当 初

2,272億8,300万円
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普通交付税 98.4％

普通交付税 98.3％

特別交付税

1.6％

1.7％

平成17年度当初 1,289億1,146万１千円 (100％)

平成16年度当初 1,407億4,225万７千円 (100％)

生活保護 4.7％

災害復旧 4.2％

普通建設 47.0％ 義務教育 22.8％ その他
21.3％

267億2,036万１千円

普通建設 44.6％ 義務教育 25.0％ その他
21.5％

生活保護 5.2％

災害復旧 3.7％



� 県債

1,007億9,700万円で､ 前年度と比較しますと､ 97億6,200万円､ 8.8％の減となっていますが､ 地方

財政法第５条の特例として平成13年度に新設された臨時財政対策債を除きますと､ 33億3,600万３

千円､ 4.2％の減となっています｡

〔第７図〕 県 債 の 発 行 額 の 推 移

〔第８図〕 歳入総額に占める県債の発行額の比率の推移

� その他

その他の歳入予算としては､ 分担金及び負担金､ 使用料及び手数料､ 財産収入､ 繰入金､ 諸収入

等があります｡
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３ 歳出予算

○款別予算概要

歳出予算の款別構成内訳は､ 第９図のとおりとなっています｡

なお､ 款別構成内訳の推移は､ 第10図のとおりです｡

〔第９図〕 款 別 構 成 内 訳

� グラフには表せませんが､ このほかに予備費が１億５千万円計上されています｡
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民生費
718億
84百万円
(9.7％)

農林水産業費
907億65百万円
(12.3％)

土木費
1,089億34百万円
(14.7％)

歳 出 合 計

7,401億円

(100％)
教育費
1,564億23百万円
(21.1％)

諸支出金
280億54百万円
(3.8％)

議会費
13億51百万円 (0.2％)

災害復旧費
77億51百万円
(1.1％)

公債費
1,153億
28百万円
(15.6％)

環境保健費
271億84百万円
(3.7％)

労働費
20億82百万円
(0.3％)

警察費
334億71百万円
(4.5％)

商工費
645億72百万円
(8.7％)

総務費
321億51百万円
(4.3％)



〔第10図〕 款別構成内訳の推移
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� 総務費

本年度予算額 321億5,052万６千円

前年度予算額 347億4,209万円

この予算は､ 県行政の総括管理､ 企画事務等の遂行､ 徴税､ 選挙等に要する経費です｡ 前年度と

比較しますと､ 25億9,156万４千円､ 7.5％の減となっています｡ これは､ 主として下北半島地域中

核拠点施設整備事業費の減によるものです｡

� 民生費

本年度予算額 718億8,434万円

前年度予算額 657億1,067万円

この予算は､ 県民生活の安定と福祉の増進を図る経費です｡ 前年度と比較しますと､ 61億7,367

万円､ 9.4％の増となっています｡ これは､ 主として国民健康保険財政調整交付金の増によるもの

です｡
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総務管理費

企画費

県民生活費

徴税費

市町村振興費

その他
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社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

その他

17年度 334億90百万円
(46.6％)

182億57百万円
(25.4％)

88億47
百万円
(12.3％)

112億90百万円
(15.7％)

53億21百万円
(15.3％)
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(19.5％)

16年度 334億12百万円
(50.9％)
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(27.6％)

105億38
百万円
(16.0％)

36億38百万円
(5.5％)



� 環境保健費

本年度予算額 271億8,474万５千円

前年度予算額 271億3,475万６千円

この予算は､ 県民の健康を守り､ 快適な生活環境を保持するための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ 4,998万９千円､ 0.2％の増となっています｡ これは､ 主として青森県動物愛護センター (仮

称) 整備事業費の増によるものです｡

� 労働費

本年度予算額 20億8,146万５千円

前年度予算額 37億6,842万２千円

この予算は､ 労働力の安定確保､ 職業訓練､ 失業対策等に要する経費です｡ 前年度と比較します

と､ 16億8,695万７千円､ 44.8％の減となっています｡ これは､ 主として国の制度である緊急地域雇

用創出対策費の減によるものです｡
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労政費

職業訓練費

労働委員会費
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公衆衛生費
環境衛生費
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(21.9％)

54億54
百万円
(20.1％)
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百万円
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28億59百万円
(10.4％)



� 農林水産業費

本年度予算額 907億6,528万６千円

前年度予算額 1,043億8,782万円

この予算は､ 農林水産業の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 136億2,253万４

千円､ 13.0％の減となっています｡ これは､ 主として公共事業費の減によるものです｡

� 商工費

本年度予算額 645億7,228万４千円

前年度予算額 727億 627万３千円

この予算は､ 中小企業を中心とした商工業の振興､ 企業誘致､ 観光物産の振興､ 大規模開発等を

図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 81億3,398万９千円､ 11.2％の減となっています｡ こ

れは､ 主として青森県信用保証協会貸付金の減によるものです｡
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商工費
観光費
大規模開発費

17年度 511億２百万円
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� 土木費

本年度予算額 1,089億3,346万３千円

前年度予算額 1,123億4,174万円

この予算は､ 道路､ 河川､ 砂防､ 港湾､ 都市計画､ 住宅等の県民生活の基礎となる公共施設の整

備を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 34億827万７千円､ 3.0％の減となっています｡

これは､ 主として公共事業費及び県費単独事業費の減によるものです｡

� 警察費

本年度予算額 334億7,084万３千円

前年度予算額 336億5,129万３千円

この予算は､ 公共秩序を維持し､ 県民生活の安全確保を図るための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ １億8,045万円､ 0.5％の減となっています｡ これは､ 主として航空機更新費の減によるもの

です｡
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� 教育費

本年度予算額 1,564億2,281万６千円

前年度予算額 1,616億3,612万８千円

この予算は､ 学校教育､ 体育､ 文化､ 社会教育等の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較し

ますと､ 52億1,331万２千円､ 3.2％の減となっています｡ これは､ 主として県立高等学校建築費の

減によるものです｡

� 公債費

本年度予算額 1,153億2,804万４千円

前年度予算額 1,132億6,952万４千円

この予算は､ 一時借入金の利子及び県債の償還のための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 20億

5,852万円､ 1.8％の増となっています｡ これは､ 主として県債償還費の増によるものです｡

� その他

その他の歳出予算として､ 県議会の運営のための議会費､ 災害復旧費､ 諸支出金及び予備費があ

ります｡

なお､ 平成17年度当初の歳出予算に計上された主なものは､ 付表１のとおりです｡
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教育総務費

小学校費

中学校費

高等学校費

特殊学校費

その他

17年度 568億88百万円
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(35.4％)

331億65
百万円
(20.5％)

423億４百万円
(26.2％)

116億４百万円
(7.2％)

113億69百万円
(7.0％)

59億39百万円
(3.7％)

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800億円



○性質別予算分析

歳出予算を性質別に分析しますと､ 義務的経費､ 投資的経費､ その他の経費の三つに大別されます｡

� 義務的経費

義務的経費は､ 支出が義務付けられている経費で､ 人件費､ 扶助費及び公債費で構成されます｡

人件費は､ 一般行政職員5,625人､ 警察職員2,639人､ 学校職員14,502人の合計22,766人の給与費等で

す｡ 扶助費は､ 生活保護費､ 児童福祉等に係る措置費､ 精神病､ 結核等に係る医療給付金等です｡ ま

た､ 公債費は､ 県債の償還及び一時借入金の利払に要する経費です｡

義務的経費の総額は､ 3,434億2,945万８千円で､ 前年度と比較しますと､ 30億1,492万９千円､ 0.9％

の減となっています｡ また､ 予算総額に占める割合は46.4％で､ 前年度の45.1％と比較して1.3ポイン

ト増加しています｡

� 投資的経費

投資的経費は､ 社会資本の整備を図るための経費で､ 普通建設事業費及び災害復旧事業費で構成さ

れています｡

投資的経費の総額は､ 1,790億2,469万３千円で､ 前年度と比較しますと､ 185億9,802万８千円､ 9.4

％の減となっています｡ これは､ 主として普通建設事業費のうちの単独事業費の減によるものです｡

� その他の経費

その他の経費としては､ 補助費等､ 貸付金､ 物件費等があり､ その総額は､ 2,176億4,584万９千円

で､ 前年度に比較しますと､ 67億8,704万３千円､ 3.0％の減となっています｡ これは､ 主として青森

県信用保証協会貸付金の減によるものです｡
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〔第１表〕 性 質 別 予 算 の 状 況

(単位 千円)
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平 成 17 年 度 平 成 16 年 度
前 年 度 比 較

Ａ－Ｂ
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A
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〔第11図〕 性 質 別 予 算 構 成 比

〔第12図〕 性質別予算構成比の推移
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歳 出 合 計

7,401億円

(100％)

義
務
的
経
費

(46.4％)扶助費
(2.5％)

公債費
(15.6％)

貸付金
(9.4％)

補助費等
(14.7％)

投資的経費
(24.2％)

普通建設事業費
(23.1％)

補助
(10.5％)

単独
(10.2％)

その他
(1.5％)

物件費
(3.8％)

その他の経費
(29.4％)

災害復旧費
(1.1％)
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そ
の
他

人件費
(28.3％)

11 12 13 14 15 16 17 年度

その他
の経費
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経 費

義務的
経 費

26.9％

33.2％

39.9％

27.6％

33.6％

38.8％

27.0％

32.8％

40.2％

27.9％

30.2％

41.9％

29.1％

27.0％

43.9％

29.3％

25.7％

45.0％

29.4％

24.2％

46.4％



三 特別会計予算

県が特定の事業を行う場合に､ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て､ 一般会計と区分してその経

理を明確にするために設けられているのが特別会計であり､ 現在､ 県には､ 14の特別会計があります｡

平成17年度当初予算の総額は､ 1,712億7,578万７千円で､ 前年度と比較しますと､ 197億8,725万５千

円､ 13.1％の増となっています｡

〔第２表〕 特 別 会 計 予 算 の 比 較

(単位 千円)
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会 計 名
平成17年度
当初予算額

Ａ

平成16年度
当初予算額

Ｂ

比 較

Ａ － Ｂ
説 明

１ 青森県公債費特

別会計

����������� �����	���

 ���	���	�� 既に借入れしている県債の償還の

平準化のために行う借換えの経理を

明確にするため､ 一般会計からの繰

入金､ 借換債､ 県債の償還金等を計

上しています｡

２ 青森県肢体不自

由児施設特別会

計

���
����� ����
�
�� ��
����	 肢体の不自由な児童を治療すると

ともに､ 独立生活に必要な知識､ 技

能を与えるための施設である県立あ

すなろ学園､ 県立さわらび園及び県

立はまなす学園の管理運営費等を計

上しています｡

３ 青森県港湾整備

事業特別会計

���
����� �������
� �����
� 青森港及び八戸港等における港湾

整備事業費､ 荷役機械､ ひき船､ 上

屋等の管理運営費､ 港湾整備費に充

当した県債の償還費を計上していま

す｡

４ 青森県証紙特別

会計

����	�
	� ������
	� ����

� 県が発行する証紙について､ その

売りさばきの経理を明確にするため､

証紙売りさばき収入､ 一般会計への

繰出金等を計上しています｡

５ 青森県管理特別

会計

��������� ��������� 	
����
 本庁における通信､ 庁用物品､ 光

熱水等を合理的に集中管理運営する

ための経費を計上しています｡

６ 青森県公共用地

先行取得事業特

別会計

���
�� �	��
�� ���
�


 公共事業を促進するため先行取得

した､ 河川の用地の売却に伴う土地

売却収入､ 土地開発公社に対する委

託料等を計上しています｡
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会 計 名
平成17年度
当初予算額

Ａ

平成16年度
当初予算額

Ｂ

比 較

Ａ － Ｂ
説 明

７ 青森県下水道事

業特別会計

��������� �������	� 
��	���� 流域下水道及び特定環境保全公共

下水道の整備事業並びに当該整備費

に充当した県債の償還費を計上して

います｡

８ 青森県駐車場事

業特別会計

������� ������� ������� 駐車場の運営費及び駐車場の整備

に充当した県債の償還費を計上して

います｡

９ 青森県鉄道施設

事業特別会計

������� ����	�� 		���	 ｢青い森鉄道｣ の鉄道施設事業を

行うに当たり必要となる鉄道施設事

業収入､ 一般会計からの繰入金や鉄

道施設事業費､ 県債の償還金等を計

上しています｡

10 青森県母子寡婦

福祉資金特別会

計

����	�� ������� ����� 母子及び寡婦福祉法に基づく母子

及び寡婦福祉資金の貸付けに要する

経費を計上しています｡

11 青森県小規模企

業者等設備導入

資金特別会計

��������� ���	����� ��������� 小規模企業者等の経営の合理化､

高度化を促進するために､ 設備資金､

中小企業高度化資金等を計上してい

ます｡

12 青森県農業改良

資金特別会計

�	����� ������� ����� 農業改良資金助成法に基づく農業

改良資金の貸付けに要する経費を計

上しています｡

13 青森県林業・木

材産業改善資金

特別会計

	������ ������� ������ 林業・木材産業改善資金助成法に

基づく林業・木材産業改善資金の貸

付けに要する経費を計上しています｡

14 青森県沿岸漁業

改善資金特別会

計

������� ������	 
�� 沿岸漁業改善資金助成法に基づく

沿岸漁業改善資金の貸付けに要する

経費を計上しています｡

計 ����������� ����������� �	��������


